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一
般
会
計

　
市
の
財
政
の
柱
と
な
る
一
般
会

計
の
３
年
度
決
算
額
は
、
歳
入
が

１
４
５
３
億
２
７
１
６
万
円
、
歳

出
が
１
４
１
４
億
４
２
０
６
万
円

で
、
歳
入
歳
出
差
引
額
は
38
億
８

５
１
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
こ
れ
か
ら
令
和
４
年
度
へ
繰
り

越
す
７
億
８
１
０
７
万
円
を
差
し

引
い
た
実
質
収
支
額
は
、
31
億
４

０
３
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

■
３
年
度
決
算
の
主
な
事
業

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

対
策
と
し
て
、
感
染
拡
大
防
止
の

た
め
、
市
立
小
中
学
校
・
義
務
教

育
学
校
・
高
等
学
校
・
幼
稚
園
、

避
難
所
な
ど
で
使
用
す
る
消
毒
液

等
の
購
入
や
、
庁
内
に
お
け
る
キ

ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
の
導
入
を
進

め
た
ほ
か
、
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
機
器
の

増
設
や
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

ワ
ク
チ
ン
接
種
体
制
の
確
保
を
行

っ
た
こ
と
に
加
え
、
事
業
者
へ
の

支
援
金
の
給
付
や
宿
泊
料
金
等
助

成
事
業
の
実
施
、
プ
レ
ミ
ア
ム
付

商
品
券
・
子
育
て
サ
ポ
ー
ト
商
品

券
の
発
行
な
ど
、
市
民
生
活
お
よ

び
事
業
者
等
へ
の
支
援
な
ど
に
努

め
ま
し
た
。

　
子
育
て
支
援
の
た
め
、
学
童
保

育
に
お
い
て
保
護
者
負
担
の
さ
ら

な
る
軽
減
を
図
る
と
と
も
に
小
・

中
学
校
へ
の
入
学
時
に
支
給
す
る

入
学
準
備
給
付
金
の
対
象
を
拡
大

し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
企
業
の
生
産
性
向
上
の

た
め
、
Ｉ
о
Ｔ
設
備
導
入
を
支
援

し
た
ほ
か
、
ワ
ー
ケ
ー
シ
ョ
ン
体

験
ツ
ア
ー
を
実
施
す
る
な
ど
企
業

誘
致
の
取
り
組
み
を
進
め
ま
し
た
。

　
文
化
財
の
保
存
整
備
の
た
め
、

世
界
文
化
遺
産
に
登
録
さ
れ
た

「
北
海
道
・
北
東
北
の
縄
文
遺
跡

群
」
へ
の
来
訪
者
の
受
入
れ
体
制

の
整
備
と
し
て
駐
車
場
の
確
保
に

向
け
た
取
り
組
み
を
進
め
た
ほ
か
、

引
き
続
き
五
稜
郭
跡
の
保
存
修
理

を
行
い
ま
し
た
。

　
ス
ポ
ー
ツ
振
興
の
た
め
、
千
代

台
公
園
テ
ニ
ス
コ
ー
ト
の
増
設
工

事
を
実
施
し
た
ほ
か
、
西
部
地
区

再
整
備
事
業
の
実
施
主
体
と
な
る

ま
ち
づ
く
り
会
社
「
は
こ
だ
て
西

部
ま
ち
づ
く
Ｒ
ｅｰ

Ｄ
ｅ
ｓ
ｉ
ｇ

ｎ
」
を
設
立
し
、
既
存
ス
ト
ッ
ク

の
活
用
に
向
け
た
取
り
組
み
を
進

め
る
な
ど
、
快
適
で
魅
力
あ
る
ま

ち
づ
く
り
の
推
進
に
努
め
ま
し
た
。

■
今
後
の
行
財
政
運
営

　
人
口
減
少
や
少
子
高
齢
化
、
さ

ら
に
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
や
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
物

価
高
騰
の
影
響
な
ど
、
本
市
を

取
り
巻
く
地
方
財
政
の
動
向
が

不
透
明
な
状
況
に
あ
る
こ
と
か

ら
、
本
年
４
月
に
策
定
し
た
「
函

館
市
行
財
政
改
革
推
進
プ
ラ
ン

（
２
０
２
２
～
２
０
２
６
）
」
に

基
づ
き
、
引
き
続
き
行
財
政
改
革

を
推
進
し
、
将
来
に
わ
た
っ
て
持

続
可
能
な
行
財
政
運
営
の
確
立
を

目
指
し
ま
す
。

特
別
会
計

　
特
別
会
計
は
、
特
定
の
収
入
を

財
源
と
し
て
事
業
を
行
う
も
の
で
、

一
般
会
計
か
ら
区
分
し
て
収
支
経

理
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
３
年
度
決
算
は
、
表
１
の
と
お

り
、
全
特
別
会
計
で
黒
字
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　
な
お
、
港
湾
事
業
特
別
会
計
で

は
、
港
湾
機
能
向
上
の
た
め
、
若

松
地
区
の
旅
客
タ
ー
ミ
ナ
ル
の
整

備
を
進
め
ま
し
た
。

企
業
会
計

　
企
業
会
計
は
、
独
立
採
算
制
を

と
っ
て
お
り
、
経
済
性
を
発
揮
す

る
と
と
も
に
公
共
の
福
祉
を
増
進

す
る
よ
う
努
め
て
い
ま
す
。

　
３
年
度
企
業
会
計
決
算
は
、
表

２
の
と
お
り
で
す
。

　
な
お
、
企
業
会
計
に
は
、
一
般

会
計
か
ら
の
繰
入
金
51
億
５
３
１

２
万
円
が
支
出
さ
れ
て
い
ま
す
。

都
市
基
盤
の
整
備

　
市
で
は
厳
し
い
財
政
状
況
の
な

か
で
も
、
都
市
基
盤
の
整
備
に
力

を
注
い
で
い
ま
す
。

　
３
年
度
末
で
は
下
水
道
普
及
率

90
・
８
％
（
前
年
比
同
）
、
道
路

舗
装
率
76
・
９
％
（
前
年
比
０
・

１
ポ
イ
ン
ト
増
）
と
な
っ
て
い
ま

す
。

◎
詳
し
い
内
容
は
市
の
Ｈ
Ｐ
に
掲

載
し
て
い
ま
す
。

お
問
合
せ　
財
政
課

　
　
　
　
　
☎
21
・
３
５
６
１

※　
水
道
・
公
共
下
水
道
・
交
通

事
業
は
企
業
局
管
理
部
経
理
課

（
☎
27
・
８
７
２
１
）
、
病
院

事
業
は
病
院
局
管
理
部
経
理
課

（
☎
43
・
２
０
０
０
）
へ
。

市

政

情

報決
算
の
あ
ら
ま
し

令
和
3
年
度
（
2
0
2
1
年
度
）

令
和
３
年
度
の
各
会
計
決
算
が
ま
と
ま
り
、
9
月
の
市
議
会
定
例
会
に
提
案
し
、
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

会　計　別 収入済額
（A）

支出済額
（B）

差引額
（A）－（B）＝（C）

翌年度へ
繰り越す
べき財源
（D）

実 　 質
収 支 額

（C）－（D）

一　般　会　計 1,453億2,716 1,414億4,206 38億8,510 7億8,107 31億		403

特　
別　
会　
計

港 湾 事 業 29億8,935 29億4,901 4,034 4,034

国民健康保険事業 288億8,048 284億		384 4億7,664 4億7,664

自転車競走事業 269億		209 268億7,830 2,379 2,379

奨 学 資 金 6,567 6,542 25 25

地方卸売市場事業 4億1,118 4億		693 425 425

介護保険事業 318億5,618 311億9,847 6億5,771 6億5,771

発 電 事 業 486 402 84 84
母子父子寡婦福祉
資 金 貸 付 事 業 2億5,960 1億3,529 1億2,431 1億2,431

後期高齢者医療事業 44億7,290 43億8,363 8,927 8,927

小 計 958億4,231 944億2,491 14億1,740 14億1,740

合　　　　計 2,411億6,947 2,358億6,697 53億		250 7億8,107 45億2,143

表 1 　令和 ３ 年度　一般・特別会計決算 （単位：万円）
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歳入合計
1,453億
2,716万円

国庫支出金
407億  730万円
28.0％

その他
50億2,887万円
3.6％

地方交付税
340億4,018万円
23.4％

市税
312億6,753万円

21.5％

市債
73億4,860万円  5.1％

道支出金
83億2,888万円  5.7％

諸収入
66億   81万円  4.5％
地方消費税交付金

67億1,040万円  4.6％

使用料及び手数料
30億7,667万円  2.1％

繰越金
22億1,792万円  1.5％

歳出合計
1,414億
4,206万円

民生費
621億  497万円
43.9％

職員費
161億2,192万円
11.4％

衛生費
118億2,996万円

8.4％

公債費
115億6,020万円  8.2％

商工費
97億5,012万円  6.9％

教育費
69億4,820万円  4.9％

総務費
54億5,420万円  3.9％

土木費
86億6,328万円  6.1％

諸支出金
68億4,002万円  4.8％

その他
21億6,919万円  
1.5％

市

政

情

報

会計区分 収益的収支 資本的収支 純利益
純損失

資金不足額
（注）

一般会計から
の繰入金

水 道 事 業 収入 48億7，947 26億6，144 1億9，490 △31億9，915 9，763支出 44億2，082 45億4，578
公共下水道
事　　　業

収入 79億5，915 30億4，601 11億4，725 △21億2，467 19億7，321支出 67億3，129 57億1，166

交 通 事 業 収入 12億7，391 6，470 △2億6，524 △2，468 5億　　782支出 15億2，776 2億4，327

病 院 事 業 収入 258億8，241 10億5，582 41億1，287 △19億4，876 25億7，446支出 217億3，562 18億2，390

合　　 計 収入 399億9，494 68億2，797 51億8，978 △72億9，726 51億5，312支出 344億1，549 123億2，461

令和令和33年度　一般会計決算内訳年度　一般会計決算内訳

健全化判断比率および資金不足比率の公表
★…令和 3年度決算の状況 健全団体

健全団体
※　水道、公共下水道、交通、病院、地方卸売市場、発電の各事業

財政状況○良 ○悪

経営健全化団体

財政再生
団　　体

早期健全化
団　　　体

実質赤字比率 ★（黒字）

★（黒字）

★5.1％

★40.1％

★生じていない（※）20％

基準
11.25％

16.25％

25％

基準
20％

30％

35％

350％

一般会計などの赤字を表す指標

資金不足比率
公営企業ごとの資金不足の割合を示す指標

連結実質赤字比率
全会計の赤字を表す指標

実質公債費比率
借金の返済費用の割合を表す指標

将来負担比率
一般会計などが将来負担すべき
負債の割合を表す指標

健
全
化
判
断
比
率

お問合せ　財政課　☎21-3529

市民1人当たりの決算額

1年間に市民1人当たりが負担する
市税の金額

126,972円
民生費

福祉の充実
などに

252,197円
商工費

経済・観光振興などに

39,593円
衛生費

清掃事業や保健対策
などに

48,039円
消防費

消防施設の整備などに

2,612円
職員費

職員の給与などに

65,468円

土木費
道路や公園の整備などに

35,180円
教育費

学校施設の整備などに

28,215円
総務費

企画調整や税務、地域活動、
防災活動、大学の運営などに

22,148円
公債費

借入金の返済などに

46,944円
その他

議会費、労働費、農林水
産費、諸支出金

33,973円

表 ２ 　令和 ３ 年度　公営企業会計決算 （単位：万円）

（注）財政健全化法に基づく資金不足額を表示しております。

寄付金	 11億7,905万円
地方特例交付金	 10億3,503万円
地方譲与税	 7億8,933万円
財産収入	 5億6,270万円
繰入金	 5億1,818万円
法人事業税交付金	 4億　　335万円
分担金及び負担金	 2億1,982万円
株式等譲渡所得割交付金	1億1,243万円
配当割交付金	 9,238万円
環境性能割交付金	 4,897万円
交通安全対策特別交付金	 3,860万円
利子割交付金	 1,808万円
ゴルフ場利用税交付金	 923万円
国有提供施設等所在市町村助成交付金	
	 172万円

農林水産費	 10億6,310万円
消防費	 6億4,323万円
議会費	 3億2,993万円
労働費	 1億3,293万円

※金額は、一般会計の決算額を令和 4年 3月31日
　現在の人口24万6,256人で割ったものです。

　財政健全化法により、各指標が基準を超えた場合、議
会の議決を経て財政健全化計画を策定し、改善に取り組
むこととなっています。 3年度決算での指標の状況は、
右図のとおりです。
健全化判断比率　全ての指標で基準を下回っています。
資金不足比率　全ての会計で基準を下回っています。
　いずれの指標も基準未満となっていますが、今後にお
いては、人口減少などの厳しい状況が想定されますこと
から、各指標に留意し、財政運営を行ってまいります。
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